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第５章　工事管理

３．安全管理

工事を遂行するためには、安全管理が重要なウエイトを占める。人身・物的事故、災害が発生する事により工事は中断・停止され、納期に影響を及ぼすと共に、内容によっては社会的な信用をも失い企業のイメージを損なうことになる。

法律で定められていることを基本に、各企業の業務内容に合った安全管理体制を確立して安全管理を行う必要がある。

3.1 安全管理体制

安全管理でハード面は現場での管理、ソフト面は安全管理体制が受け持つ。

立派な管理組織や規程・要領書があっても、活用されなければ安全は確保されない。

1) 法規制

高圧ガス保安法，労働安全衛生法，消防法等安全に関して概略を記する。

(1) 高圧ガス保安法

高圧ガス保安法の「第三章　保安」は、危害予防規程，保安教育，保安統括者、保安技術管理者および保安係員等、高圧ガスの製造に係る保安に関して定めている。

各企業は、法に基づき危害予防規程を定め、人的および物的損傷を防止し、公共の安全確保に努めなければならない。

工事に関しては「危害予防規程の認可申請等」（17条25）で製造施設の新増設に係る工事及び修理に関することを細目に定めるよう規定している。

17条25の具体的な内容は、工事を行う上での作業要領書の制定、例えば、「工事規程」「工事実施要領」「危険物作業要領」等の制定や新設、改造および補修工事に際し、保安上重要な設計および施工等に関し、最終的に保安統括者の承認を得るというようなルールの制定である。

(2) 労働安全衛生法

＜第三章　安全衛生管理体制＞

労働安全衛生法の「第三章　安全衛生管理体制」は、安全衛生管理組織の設置について規定したものである。

一般的な安全衛生管理組織は、業種、企業規模によって異なるが、「総括安全衛生管理者」「安全管理者」「衛生管理者」「産業医」「作業主任者」を選任して組織とする。

安全衛生に関する調査審議機関として「安全委員会」「衛生委員会」ならびに「安全衛生委員会」を設置し会の開催を定めている。

施工会社関連では、一つの場所において、請負契約関係下にある数事業者が混在して事業を行う場合の安全衛生管理として「統括安全衛生責任者」「安全衛生責任者」の選任があり、統括安全衛生責任者は「元方安全衛生管理者」を選任して労働災害防止を指揮させる。

「元方安全衛生管理者」は協議組織の設置および運営、作業場所の巡視等労働災害を防止するための管理を行う。（法30条）

協議組織は、各企業に入構している施工会社が組織している、「○○○○安全協議会」がこれに該当する。

統括安全衛生責任者を選任すべき事業者以外の請負人でその仕事を行う者は「安全衛生責任者」を選任し統括安全衛生責任者との連絡等行う。

2)　各管理者を選任すべき事業場、規模

(1) 高圧ガス保安法

①第27条の２（関連：第５条第１項第１号に規定する者）

第一種製造者：事業所毎に保安統括者、保安技術管理者、保安係員選任

②第27条の３（関連：第27条の21項）

第一種製造者：製造のための施設区分ごとに保安主任者、保安企画推進員選任

一般高圧ガス保安規則、液化石油ガス保安規則等では第一種製造者で処理能力により保安統括者を選任しなくてもよい選任不要条項がある。

(2) 労働安全衛生法

総括安全衛生管理者、安全管理者を選任すべき事業場

①建設業（代表例） 　　　　：　規模が常時　 100人以上

②製造業，ガス業（代表例） ：　規模が常時　 300人以上

③その他の業種（上記以外） ：　規模が常時 1,000人以上

衛生管理者は、衛生に関する免許を有する者を事業場の規模により１人～数人選任  する。また業種、規模によって１人は専任の衛生管理者とする。

作業主任者を選任すべき作業は、法14条に定められる作業でボイラーの据付け作業、吊り足場作業等の多くの作業に作業主任者の選任が必要である。

3)　保安係員､安全管理者、作業主任者の職務

高圧ガス保安法の保安統括者や労働安全衛生法の総括安全衛生管理者は、事業所のトップが保安、安全に関する総括管理を行うということである。

事業所トップおよび幹部も適時、安全に関する大会・会議に参加するとともに現場パトロールを積極的に行うことが安全への啓蒙、確保につながる。

実際に現場で工事の保安、安全管理を行うのは保安係員、安全管理者および作業主任者であり事故、災害防止に重要な役割を担っている。

保安係員は、工事現場に目を配るとともに、随時パトロールを行って施設の異常有無の確認、工事現場での不安全行動、不安全作業の防止に努める。

特に、「これくらいはいいだろう」と見逃すのは大きな事故、災害の基になるので即是正の指示、処置をする。

安全管理者は、工事現場を随時パトロールし、安全に関する技術的および環境問題のチェック､安全な行動、作業の防止に努める。

作業主任者は、その作業に必要な技能講習を修了した者のうちから選任し、現場で直接作業の指揮をとり安全を確保する。一般的にその作業のチーフ（棒芯）が選任されるが、技能，安全面に疑問がある者は作業主任者から外すことも必要である。

3.2 安全教育

危険物を取扱う工場で実施している新規入構者に対する教育内容を例として示す。

新規に入構する人および新たに職務に就く人に対して、安全衛生教育を実施するよう労働安全衛生法により義務づけられている。その基本的思想は、いかに作業員を労働災害から守るかであり、そのために必要な教育を実施することである。

1)　一般共通事項

危険物（原油・ガソリン等）や有害物質（硫化水素・苛性ソーダ・塩酸等）など、工場で取扱っている原材料・製品の危険性（可燃・爆発等）または有害性およびこれらの物質の性質・特徴に関する教育をする。

仮に、これが原子力産業に携わる作業であれば、放射線に関する教育となるであろうし、また、発電所であれば電気関係の教育となる。

2)　安全保護具について

作業員を各種の危険要因から守るため、保護具の性能および取り扱い方法に関する教育を行う。

(1) 高所作業  →  安全帯・保安帽

(2) 塵埃作業  →  防塵マスク・保護メガネ

(3) 有害ガス雰囲気での作業  →  防毒マスク

(4) 薬品取扱い作業  →  ゴム手袋・保護メガネ等

これらは、危険物を取扱う工場での一例であり、各種作業形態に応じた保護具の性能と取り扱い方法を熟知することが必要である。

3)　作業開始前の点検

機材・工具類を使用する前に、機能確認の点検を行う。

以下に主な点検項目を列記する。

(1) 発電機他電動工具類のアースの設置方法

(2) 電動機械器具の漏電遮断装置の作動点検

(3) 玉掛けワイヤー・フック・チェーン等の外観検査

(4) 各種電気ケーブルの被覆・外装点検

(5) 工具類の損耗点検

4)　作業形態毎の規則および注意点

ここでは、各工事現場における作業形態毎の規則や注意点を熟知させる。

以下に作業形態別の注意点について示す。

(1) 火気取扱い作業

危険物を取扱う工場内では、工事現場周囲の環境の変化に十分注意を払わなければならない。一歩間違えれば火災・爆発等に繋がる。

そこで、火気を使用する直前には必ず関係部門立ち会いのもとで可燃性ガスの有無について確認する。また、作業開始後も常に周囲の環境に気を配り、異常を感じた時は直ちに作業を中止させる。

(2) 危険作業（有害ガス・酸欠）

作業環境が、有害ガス雰囲気（硫化水素、アンモニア、石油蒸気、一酸化炭素等）および 酸欠状態（酸素濃度  18%以下）となる可能性がある場合は、エアラインマスク等を使用する。ただし、作業場所は事前に十分パージおよび換気することが原則である。

(3) 高所作業

高さが２m以上の場所での作業には作業床を設け、必ず安全帯を装着し使用させる。

仮設足場で作業する前に足場板の結束状況を必ず確認し、未結束の場所を見つけたら直ちに修復するよう指導する。

(4) クレーン作業

クレーン玉掛けは、免許取得者が実施する。

アウトリガー張出し位置の地盤状況をよく確認し、転倒防止措置をとる。強風時は、作業を中止させる。（強風：10分間平均風速10m/s以上、クレーン則・74条３）

(5) 掘削作業

埋設物の有無を確認するため必要があれば試掘を行い、埋設物がないことを確認したうえで作業を開始する。

5)　緊急時における連絡体制および避難方法

万一、事故を発見した際には、直ちに関係部署（ここでは、発注元となる企業）へ連絡すると共に、予め定められた避難場所へ待避するよう指導する。

以上、安全教育に最低限必要な項目を揚げた。これらの内容は作業形態により多少の違いはあるが、要するに、作業員を危険から守るための大切な教育である。

3.3 危険予知活動

大手鉄鋼５社が開発した危険予知訓練（ＫＹＴ）は、中央労働災害防止協会の提唱するゼロ災害活動にも取り入れられ、いまや安全活動の大きな柱の一つとなっている。

現在では、日常活動に取り入れられ、ツールボックスミーティングにおける危険予知活動（ＫＹＫ）として定着している。

1)　危険予知活動の目的

危険予知活動の目的は、

・作業の状況の中に潜む危険要因を

・作業小集団で話し合い、考え合い、分かり合って

・行動する前に解決することを習慣づける

ところにある。ここでいう危険要因とは、労働災害や事故の原因となる可能性のある不安全な行動や不安全な状態をいう。

2)　安全の先取り

安全を先取りするということは、労働災害につながる事故発生を未然に防ぐことである。そのためには作業の中に潜む危険要因を行動する前に発見し、把握することが極めて重要となる。

3)　ツールボックスミーティング

ツールボックスミーティング（ＴＢＭ）は道具箱のそばで行う話し合いのことで、

・作業従事者全員が

・作業現場で

・毎朝、作業開始前および作業内容の変更時に

・短時間で行う

ミーティングである。日々のＴＢＭにおける危険予知活動は、安全を先取りし不安全な行動や不安全状態の芽を摘む。

(1) 作業前ミーティング

ＫＹボードを使用し前日のヒヤリハット体験や当日の作業環境を踏まえ「どんな危険が潜んでいるのか」の危険予知活動を実施する。

(2) 作業中

作業中に問題が発生した時は、直ちに作業を中止して安全を確保し、内容を確認する。また、作業内容が変更されたときは随時ミーティングを実施する。

(3) 終業時ミーティング

その日の作業前ミーティングにおける危険予測が実際にどうであったか復習し反省する。また、その日のヒヤリハット体験について今後の対策を話し合う。

4)　ＴＢＭにおける危険予知活動の手順

危険予知活動はＫＹボードを使用して以下の手順で実施する。

(1) 危険要因の抽出（どんな危険が潜んでいるか）

これから実施する作業に潜んでいる危険要因とそれによって起こりうる現象を「～なので～になる」の形式で出し合う。

(2) 危険要因の絞り込み（これが危険のポイントだ）

出し合った危険要因の中から重要な危険要因を絞り込む。

(3) 対策の立案（あなたならどうする）

絞り込んだ要因に対し、具体的で実行可能な対策を考え全員で出し合う。

(4) 目標の設定（私たちはこうする）

出し合った対策の中から全員で実行する重点実施項目を設定する。

(5) 指差呼称

設定した重点実施項目を指差呼称により確認する。

5)　危険予知活動の注意点

危険予測により現場での安全を確保する危険予知活動であるが、実際の工事現場では同一作業が何日も続き活動がマンネリ化することがある。

活動を生きたものにするために以下の点に注意する。

(1) 短時間ミーティングに心掛ける

(2) 気象条件など作業環境の変化に敏感に

(3) 全員が自主的に発言する

(4) 工事監督者はＫＹボードの内容確認および指導を行う。

3.4 安全パトロール

1)  目　的

現場作業の安全管理方法の一つとして、安全パトロールがある。工事責任者および安全管理者を中心として現場パトロールを行うことにより、作業の安全を確保することを目的とする。また、複数の部門で同一現場をパトロールすることにより、隠れた危険性を発見することが可能となる。

2)　組織およびパトロール周期

まずその工事の元請会社が中心となってパトロール組織を編成する。現場での作業職種・施工会社が多岐に渡る場合は各業種毎にパトロール員を選出する。選任対象は極力各々の施工会社の工事責任者および安全管理者が望ましい。

パトロール周期はその現場の工事量によって回数を設定する。

3)　運　営

運営手順の一例を以下に述べる。

まず現場に出る前に当日の作業内容を相互にて確認する。現場が複数職種の場合、パトロール員は各自の監督下以外の現場もパトロールすることになるため、その日の各現場の概要を把握しておく必要がある。

次に現場に出て巡回を行うが、この際にパトロール員は腕章やゼッケン等を装着し、

作業員にパトロール中であることを知らしめるようにする。これは、安全パトロール中であることをアピールするためで、作業員の安全意識を再確認させる目的がある。

パトロール中に不安全行動・状態を発見した場合は、その場にて指摘・是正させる。

即改善が困難な場合は、現場責任者に是正指示を行う。この際、自分の監督下以外の作業であっても不安全と思われる点があれば指摘する必要がある。

一定時間巡回を行った後、反省会を行う。反省会では各自の指摘事項・是正指示を紹介し、各作業エリアでの安全管理ポイントを確認する。未是正の事項については、その工事責任者は後日（または次回パトロール時に）是正完了したことを書面で（元請会社に）報告するなど、フォローアップを確実に行うようにする。

注意すべき点は、反省会は指摘をするためだけの場ではないということである。パトロールを複数の施工会社で行う場合、遠慮して他社の指摘をしない、または指摘し合って険悪な雰囲気となるようなことがある。これでは安全パトロールの目的を達成することができない。

幹事役はこのようなことにならないよう、パトロールを運営する必要がある。このためには不安全の指摘だけではなく、模範となるような安全作業があれば積極的に紹介していくことも重要である。

4)　指摘事項例

パトロールで指摘が多い事例を以下に紹介する。

・安全帯の未使用（「装着」していても「使用」されていない。）

・足場板の未結束（足場盛り替えの場合）

・労安法で規定されている足場の条件を満たしていない。

・整理整頓不十分による作業通路が閉塞されている。

・クレーン作業での危険エリア縄張り不足

・発動機、溶接機、電動工具等の点検漏れ

・仮設分電盤の使用行き先の表示がない。

・消火器が設置されていない。

3.5 緊急時の措置

1)　通報連絡網

事故・災害が発生した場合、作業者の迅速な避難誘導が必要となる。したがって、事前に緊急時の通報連絡経路を定め、誰が誰にどのような方法で何を連絡するかを明確にしておく必要がある。通報経路は、平日、休日、夜間を想定して設定する。

また、工事現場が広いエリアである場合、現場に拡声器、サイレンなどを仮設し、作業している人に早期に連絡し、迅速に避難できるようにする。

2)　避難訓練

工事がある規模以上で長期にわたる場合、工事開始後の早い段階で、その工事現場での避難訓練を行う。避難訓練では、具体的な災害発生を想定して次の点を確認する。

(1) 拡声器、サイレンの性能

音は十分大きいか、工事現場で音の聞こえない場所はないか確認する。

(2) 誰がどのような経路で現場に連絡するか

事故災害の発見者から現場工事監督への連絡方法、作業員への連絡方法

(3) 作業員の誘導方法

どのような経路で避難するか、作業エリアに応じて避難経路を考えておく。また、高所作業等のケースに応じた避難方法も想定し、いざという時に冷静に対応できるよう訓練する。

(4) 集合場所

現場の近くの安全な集合場所を決めておき、その場所で全員避難しているか確認できるようにする。また、避難完了後の待機場所も決めておく。

(5) 避難時の機器・工具類の取扱い

避難時の発電機のエンジン、分電盤の電源の切断は誰が行うか、どこまで行うかを決めておく。

3.6 工事監督者の安全衛生管理義務

1)　作業方法の指示

部下や作業員が「言わなくてもやってくれるだろう」という安易な態度は許されない。部下や作業員は工事監督を信頼して作業に就いている。信頼を裏切らないように指導する必要がある。

2)　不安全行為の是正

部下や作業員が定められた安全基準に違反して作業をしていたり、あるいは不安全な行為や動作をしているのを知りながら黙ってそれを放任することは、監督者はもとより会社もその行為を容認し、やらせたことになる。

3)　安全設備の使用徹底

作業上不便だからといって安全設備の不使用を許してはいけない。作業効率よりも、人命尊重・安全優先が絶対の条件であることを忘れてはならない。

4)　妥協しない

作業員の希望といえども安全に関しては妥協してはならない。工事監督が「不安」と感じたことは往々にして現実の事態となって現れる。いやがられても注意するのが責任者の義務であり、信念をもって安全・確実な最善の作業方法を指示しなければならない。

5)　状況に応じた安全措置

工事現場は、強風・大雨・猛暑・寒冷などの気象条件以外にも不安全の要因は多種・多様存在する。現場における監督者は作業場のその時の状況に応じた適切な安全措置を採る義務があり、そのために現場監督が存在するといっても過言ではない。

6)　安全確認

作業上の安全確認は、作業員の経験や常識判断に委ねることなく、自身で行うか、または、部下を指揮して「徹底して」行うことが現場責任者の重要な責務であることを認識する必要がある。

7)　作業手順の遵守

作業責任者は、その作業に関し定められた作業手順に従って点検や確認をしてから部下や作業員に所定の作業を命じることが必要である。

会社には必ず何等かの作業手順書やチェックリストがある。いま一度それをひもとき、作業にあたってはそれらを即座に活用できるように完全に自分のものにして安全の確保に努める必要がある。

8)　設備の安全対策

一昔前までは「事故は本人の注意力不足」といって、施設の安全対策よりも「気を付けろ」とか「注意せよ」の精神論のみを強調することで「安全対策」としていた。

監督者としては単に作業行動上の安全管理に止まらず、物的な安全の完備に努める義務が本来の安全管理と言える。安全管理の決め手は「フールプルーフ」であることを念頭に置き、まず作業環境の安全確認とその整備を行うことから始める。

9)　現場を離れる場合の安全措置

作業責任者は、あくまでも安全に作業ができるよう部下や作業員を監視・注意・指示して業務を遂行する義務があり、このことが非常に重要である。

やむを得ず現場を離れる場合には安全措置を完璧に講じてから離れることとし、安全上特に重要な場合では、決して現場を離れないように心掛けなければならない。

10) 科学知識

監督者が作業員を指揮監督するに当たっては、単に経験的なものでなく科学知識に沿った合理的な管理をしなければならない。

自分が受け持つ作業範囲内での災害防止上予想される科学常識を備えていない者は監督者としての資格に欠ける。

11) 損害拡大防止

監督者は、万一災害が発生した場合、その災害による人命・身体の損害の拡大防止を図る義務も負っていることも知っておく必要がある。

12) 建設労働災害と４つの責任

建設現場で死亡災害(重体及び重篤災害を含)や重大災害(一度に３人以上の死傷等)あるいは第三者災害等が発生した場合、発生する責任は次の４つに大別される。

(1) 刑事上の責任

業務上過失傷害・致死(刑法 第211条)あるいは労働安全衛生法違反

(2) 行政責任

「使用停止処分」及び「指名停止等の措置」

(3) 民事責任

被災労働者あるいは遺族からの損害賠償請求

(4) 社会的責任

世論、住民感情といった問題

このように、一つの労働災害が発生すると、「刑事責任」、「民事責任」、「行政責任」、「社会的責任」の４つの側面から問題にされ、建設業の経営者や第一線監督者は、これらの責任を追及される立場に置かれている。
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